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まつした・かずお
京都大学名誉教授、（公財）地球環境戦略研究機関シニアフェ

ロー、日本 GNH 学会会長、国際アジア共同体学会元理事長。

東京大学卒業後、環境庁（現環境省）に入庁。ジョンズホプキ

ンス大学大学院修了。環境省、OECD 環境局、国連地球サミッ

ト上級環境計画官、京都大学大学院地球環境学堂教授（地球環

境政策論）など歴任。専門は環境政策論、環境ガバナンス論など。

地球環境政策立案・研究に先駆的に関

与し気候変動政策、SDGs などに関し

積極的提言。主要著書に、「1.5℃の気

候危機」、「気候危機とコロナ禍」、「地

球環境学への旅」、「環境政策学のすす

め」、「環境ガバナンス」、「環境政治入

門」など。個人 HP:　https://www.iges.

or.jp/jp/about/staff/matsushita-kazuo

イ
ラ
ン
戦
争
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機

に
対
す
る
各
国
の
対
策
を
比
較
す
る

　
ア
メ
リ
カ
・
イ
ス
ラ
エ
ル
の
イ
ラ
ン
攻
撃
に
伴
う
エ

ネ
ル
ギ
ー
危
機
に
際
し
、
Ｉ
Ｅ
Ａ（
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー

機
関
）
は
３
月
20
日
に
は「S

h
elterin

g
 fro

m
 O

il 

S
h
o
ck

s

（
石
油
シ
ョ
ッ
ク
か
ら
の
避
難
）」
と
い
う
レ

ポ
ー
ト
を
公
表
し
、
政
府
・
企
業
・
家
庭
が
た
だ
ち
に
実

施
で
き
る
措
置
を
提
示
し
ま
し
た
。

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
の
報
告
書
は
、道
路
輸
送
、航
空
、調
理
、産
業

の
４
領
域
に
ま
た
が
る
10
の
需
要
側
の
対
策
を
提
示
。

現
実
的
な
需
要
抑
制
オ
プ
シ
ョ
ン
と
し
て
、
在
宅
勤
務

の
奨
励
、
高
速
道
路
で
の
速
度
抑
制
、
公
共
交
通
の
促

進
、都
市
部
の
自
家
用
車
ア
ク
セ
ス
制
限
、相
乗
り
と
エ

コ
ド
ラ
イ
ブ
、
商
用
車
・
配
送
の
効
率
化
、
輸
送
分
野
で

の
Ｌ
Ｐ
Ｇ
利
用
転
換
、業
務
フ
ラ
イ
ト
削
減
、現
代
的
調

理
手
段
へ
の
切
替
、
石
化
原
料
の
柔
軟
化
と
工
場
の
短

期
効
率
化
を
挙
げ
て
い
ま
す
。

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
で
は「
需
要
側（
節
約
）
こ
そ
最
大
の
戦
略
備

蓄
で
あ
る
」と
強
調
。そ
し
て
３
月
末
、
約
80
ヵ
国
の
政

策
措
置
を
体
系
的
に
集
約
す
る「
２
０
２
６
年
エ
ネ
ル

ギ
ー
危
機
政
策
対
応
ト
ラ
ッ
カ
ー
」を
公
開
し
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
る
と
各
国
は
様
々
な
省
エ
ネ
対
策
な
ど
を
実

施
し
て
い
ま
す
。

　
一
方
、
日
本
は
ガ
ソ
リ
ン
補
助
金
な
ど“
価
格
抑
制
”

に
偏
っ
て
お
り
、
こ
れ
は
巨
額
の
財
政
負
担
を
伴
い
、

市
場
を
ゆ
が
め
石
油
依
存
を
固
定
化
し
、
危
機
の
根
本

解
決
に
つ
な
が
り
ま
せ
ん
。
日
本
は
石
油
備
蓄
を
厚
く

持
っ
て
い
る
の
で
、短
期
的
リ
ス
ク
と
し
て
は
、量
の
不

足
そ
の
も
の
よ
り
、輸
入
価
格
上
昇
と
、そ
れ
が
企
業
収

益
・
家
計
負
担
・
物
流
費
・
物
価
へ
伝
播
す
る
こ
と
に
あ

り
ま
す
。
今
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
観
点
か
ら

は
、
省
エ
ネ
の
強
化
・
再
エ
ネ
拡
大
・
化
石
燃
料
依
存
の

縮
小
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
が
ま
と
め
た
各
国
の
対
応
を
見
る
と
、
需
要

抑
制
策
と
家
計
支
援
策
の
両
面
で
多
様
な
政
策
が
取
ら

れ
て
い
ま
す
。 

特
に
、
省
エ
ネ
・
行
動
変
容
を
促
す
政

策
が
広
く
導
入
さ
れ
て
い
る
点
が
特
徴
で
す
。

⑴
需
要
抑
制
策（
短
期
的
な
危
機
対
応
）

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
の
追
跡
に
よ
れ
ば
、
以
下
の
よ
う
な
措
置
が

多
く
の
国
で
実
施
さ
れ
ま
し
た
。

•

在
宅
勤
務
の
奨
励
・
義
務
化（
11
ヵ
国
） 

→ 

通
勤
に
よ

る
石
油
消
費
を
削
減
。

•

エ
ア
コ
ン
温
度
制
限（
５
ヵ
国
）

•

公
務
員
の
移
動
制
限（
11
ヵ
国
）

•

学
校
の
休
校
・
時
短（
５
ヵ
国
）

•

消
費
者
へ
の
需
要
抑
制
要
請（
20
ヵ
国
）

•

車
両
使
用
制
限
・
速
度
制
限
引
き
下
げ
・
公
共
交
通
促

進（
18
ヵ
国
）

　
例
え
ば
韓
国
で
は
公
務
員
の
週
２
日
運
転
禁
止
、
企

業
へ
の
使
用
量
削
減
要
請
な
ど
、
強
制
力
の
あ
る
省
エ

ネ
策
が
導
入
さ
れ
ま
し
た
。

⑵
家
計
支
援
策（
価
格
高
騰
へ
の
対
応
）

•

燃
料
価
格
上
限
設
定（
14
ヵ
国
）

•

燃
料
補
助
金（
９
ヵ
国
）

•

エ
ネ
ル
ギ
ー
税
の
軽
減（
27
ヵ
国
）

　
多
く
の
国
が
税
軽
減
や
低
所
得
層
支
援
を
組
み
合
わ

せ
、
補
助
金
依
存
を
避
け
つ
つ
負
担
軽
減
を
図
っ
て
い

ま
す
。
そ
れ
に
対
し
て
日
本
は
ガ
ソ
リ
ン
価
格
を
１
㍑

１
７
０
円
程
度
に
抑
え
る
た
め
、
元
売
り
企
業
へ
の
補

助
金
を
中
心
に
対
応
。
Ｉ
Ｅ
Ａ
が
推
奨
す
る
よ
う
な
省

エ
ネ
の
義
務
化
・
行
動
変
容
策
は
ほ
と
ん
ど
導
入
さ
れ

て
い
ま
せ
ん
。
日
本
の
政
策
は
化
石
燃
料
依
存
を
強
め

る
方
向
の
も
の
が
多
く
、危
機
対
応
と
し
て
は
不
十
分
。

左
の
表
は
各
国
と
日
本
の
対
策
を
比
較
し
た
も
の
で
す
。

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
や
各
国
の
動
向
か
ら
、
日
本
が
取
る
べ
き
エ

ネ
ル
ギ
ー
危
機
対
策
の
方
向
性
は
明
ら
か
で
す
。

⑴
省
エ
ネ
・
需
要
抑
制
の
本
格
導
入

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
で
は
省
エ
ネ
が「
第
一
の
燃
料
」と
の
位
置
づ

け
。日
本
で
も
、
在
宅
勤
務
の
奨
励
、
公
共
交
通
利
用
促

進
、空
調
温
度
の
適
正
化
、企
業
へ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用

削
減
要
請
が
求
め
ら
れ
る
。

⑵
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
急
速
拡
大

　
再
エ
ネ
は
初
期
費
用
が
低
く
、
迅
速
に
普
及
可
能
で
、
危

機
に
強
い
。特
に
日
本
は
ホ
ル
ム
ズ
海
峡
依
存
度
が
90
％
と

極
め
て
高
く
、再
エ
ネ
拡
大
は
安
全
保
障
上
も
必
須
。

⑶
化
石
燃
料
補
助
金
の
段
階
的
縮
小

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
や
Ｇ
７
は
非
効
率
な
化
石
燃
料
補
助
金
の
廃

止
を
求
め
て
い
る
。
補
助
金
は
短
期
的
に
は
価
格
抑
制

効
果
は
あ
る
も
の
の
、
長
期
的
に
は
化
石
燃
料
依
存
を

固
定
化
し
、財
政
負
担
も
大
き
い
。

⑷
低
所
得
層
へ
の
直
接
支
援
へ
の
転
換

　
価
格
全
体
を
下
げ
る
の
で
は
な
く
、 

脆
弱
層
へ
の

タ
ー
ゲ
ッ
ト
支
援
に
切
り
替
え
る
こ
と
で
、
財
政
効
率

と
公
平
性
が
高
ま
る
。

⑸
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
を
軸
に
し
た
産
業
政
策

　
蓄
電
池
・
送
電
網
へ
の
投
資
、
省
エ
ネ
家
電
・
断
熱
改

修
の
普
及
、Ｅ
Ｖ
・
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
導
入
支
援
な
ど
。

　
世
界
各
国
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
を
単
な
る
価
格
高

騰
で
は
な
く
、
化
石
燃
料
依
存
の
構
造
的
リ
ス
ク
と
し

て
捉
え
、 

省
エ
ネ
・
再
エ
ネ
・
行
動
変
容
を
中
心
と
し
た

政
策
を
展
開
し
て
い
ま
す
。一
方
、日
本
は
ガ
ソ
リ
ン
補

助
金
に
偏
り
、
危
機
の
根
本
原
因
で
あ
る
化
石
燃
料
依

存
の
解
消
に
踏
み
込
め
て
い
ま
せ
ん
。

　
日
本
が
今
後
取
る
べ
き
道
は
、「
省
エ
ネ
強
化 

× 
再

エ
ネ
拡
大 

× 

補
助
金
改
革
」 

と
い
う
国
際
標
準
の
ア

プ
ロ
ー
チ
で
あ
り
、
こ
れ
こ
そ
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
に

強
い
社
会
を
つ
く
る
鍵
と
な
り
ま
す
。

観点 日本IEA が整理した各国の取り組み

化石燃料依存

省エネ・

構造改革

価格対策

需要抑制策
在宅勤務、速度制限、
公共交通促進、空調制
限など強力な省エネ策

税軽減・低所得層支援
など多様

依存低減を危機対応の
一部として位置付け

再エネ拡大・省エネ投
資を同時に推進（例：
エジプト、ベトナム）

ほぼ実施なし

補助金により
依存を固定化

危機対応として
の再エネ加速は
限定的

ガソリン補助金
が中心


